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事実の概要

　本件被告人は、Ａ（平成 22 年生）の実母であり、
平成 25 年 4 月に婚姻しＡとも養子縁組をした夫
と共に親権者として自宅でＡを監護していたもの
であるが、夫と共謀の上、平成 26 年 4 月頃、自
宅等において、幼年者であり、かつ、先天性ミオ
パチーにより発育が遅れていたＡに十分な栄養を
与えるとともに、適切な医療措置を受けさせるな
どして生存に必要な保護をする責任があったにも
かかわらず、その頃までに栄養不良状態に陥って
いたＡに対して、同年 6月中旬頃までの間、十
分な栄養を与えることも、適切な医療措置を受け
させることもせず、もってその生存に必要な保護
をせず、よって、同月 15 日自宅において、Ａを
低栄養に基づく衰弱により死亡させたとして起訴
されたものである。
　公判前整理手続において、争点は、①Ａが十分
な栄養を与えられなかったために低栄養に基づく
衰弱により死亡したものであるか、②被告人にお
いて、Ａが十分な栄養を与えられていない状態、
すなわちＡが生存に必要な保護としてより栄養を
与えられるなどの保護を必要とする状態にあるこ
とを認識していたか、とされた。第一審判決は、
争点①につき、Ａが低栄養に基づく衰弱により死
亡したことを認定した上で、争点②につき、被告
人においてＡが生存に必要な保護としてより栄養
を与えられるなどの保護を必要とする状態にある
ことを認識していたというには合理的な疑いが残
るとして、無罪を言い渡した。これに対し、検察
官が控訴し、争点②に関して事実誤認があると主
張するとともに、第一審裁判所が検察官に対し重
過失致死罪に訴因を変更するよう促し、又はこれ

を命じることなく無罪判決を言い渡した点で訴訟
手続の法令違反があると主張した。控訴審判決は、
被告人において、争点②に係る認識があったと認
定でき、第一審判決には事実誤認があるとして、
訴訟手続の法令違反の点について判断することな
く、これを破棄し、本件を原審地裁に差し戻した。
　これに対し、被告人が上告したところ、最高裁
は、要旨以下の通り判示し、原判決を破棄し、自
判の上、検察官の控訴を棄却した（結論において
第一審の無罪判決が確定した）。

判決の要旨

　最高裁判決の要旨は、次の 3点にわたる。
　第 1に、上記争点②（被告人の故意）に係る原
判決の判断は、「本件保護行為を行わなかったと
いう不保護による保護責任者遺棄致死罪の故意に
関し、Ａが本件保護行為を必要とする状態にある
ことを被告人が認識していたとするには合理的疑
いがあるとして被告人を無罪とした第一審判決に
ついて、原判決は、論理則、経験則等に照らして
不合理な点があることを十分に示したものとは評
価することができない」として、「第一審判決に
事実誤認があるとした原判断には刑訴法 382 条
の解釈適用を誤った違法があり、この違法が判決
に影響を及ぼすことは明らかであって、原判決を
破棄しなければ著しく正義に反するものと認めら
れる」として、原判決を破棄した。
　第 2に、検察官が控訴趣意において「第一審裁
判所には、検察官に対し重過失致死罪に訴因を変
更するよう促し又はこれを命じる義務があったと
して、これを行わずに無罪判決を言い渡した第一
審の訴訟手続に法令違反があると」主張する点に
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ついては、「以上〔本件〕のような訴訟経緯、本
件事案の性質・内容等の記録上明らかな諸般の事
情に照らしてみると、第一審裁判所としては、検
察官に対して、上記のような求釈明によって事実
上訴因変更を促したことによりその訴訟法上の義
務を尽くしたものというべきであり、更に進んで、
検察官に対し、訴因変更を命じ又はこれを積極的
に促すなどの措置に出るまでの義務を有するもの
ではない」として、これを排斥した。
　そして第 3に、原審において、重過失致死罪に
係る予備的訴因並びに罪名及び罰条追加請求の許
可決定がされた点についても、「事後審である控
訴審で追加変更された訴因、罰条についての審理、
判断は、第一審判決に事実誤認又は法令違反があ
ることを理由に第一審判決が破棄されることを前
提として行うべきものであるから、第一審判決に
誤りを見いだすことができない本件において、重
過失致死罪の予備的訴因を審理、判断することは
できない（引用判例略）」と判示している。

判例の解説

　一　控訴審における事実誤認の意義
　本判決は、本件被告人の故意についての判断に
関して、第一審判決に事実誤認があるとしてこれ
を破棄した原判決を、刑訴法 382 条の解釈適用
に誤りがあるとした。
　同条にいう事実誤認について、論理則・経験則
違反説と心証比較説とが対立する。ただし、後者
の見解においても第一審判決に論理則・経験則違
反がある場合には当然に控訴審の心証が優先され
ることとなる。それゆえ、両説は、実際には、第
一審判決に論理則・経験則違反があるとはいえな
いが、控訴審の心証との間で「証拠の取捨選択の
判断及び証拠の総合的判断の違いがある場合」に、
第一審の心証に優先を認めるのか否かという点で
結論に違いが生ずる１）。最高裁判例は、明確に論
理則・経験則違反説を採用している。その理由と
して、控訴審の事後審的性格を前提に、「第一審
において、直接主義・口頭主義の原則が採られ、
争点に関する証人を直接調べ、その際の証言態度
等も踏まえて供述の信用性が判断され、それらを
総合して事実認定が行われることが予定されてい
ること」が挙げられている２）。
　本判決も、従前の判例を踏襲し、第一審判決は

被告人の「本件弁解を直ちに排斥することはでき
ず、検察官主張事実を総合してみても、被告人に
おいて、〔被害者〕が本件保護行為を必要とする
状態にあったと認識していたと合理的疑いなく推
認することはできないとの判断を示したもの」で
あり、「このような判断を示して被告人を無罪と
した第一審判決の事実認定が論理則、経験則等に
照らして不合理であることを具体的に示さなけれ
ば、第一審判決に事実誤認があるということはで
きない」として、この点を指摘しないまま第一審
判決を事実誤認とした原判決には誤りがあるとし
た。
　本判決は、先例と同様に、第一審判決の判文を
丹念に精査し、これを事実誤認とする控訴審判決
について論理則・経験則違反の検討が正しく行わ
れているかを判断している。そこから、判例実務
において、論理則・経験則違反説が定着している
ことがうかがわれる。

　二　訴因変更、勧告義務
　本件は、保護責任者遺棄致死罪で起訴された事
件であり、第一審判決は被害者の要保護性に関す
る被告人の故意を否定したのであるが、これが過
失犯として構成されていれば、結論が異なった可
能性がある。検察官は、この点について、第一審
判決には本件訴因を重過失致死罪に変更するよう
促し又は命令する義務があったにもかかわらず、
これを懈怠したものとして、訴訟手続の法令違反
を主張した。
　刑訴法 312 条 2 項は、裁判所に訴因変更命令
の権限を与えるものであるが、これが義務的なも
のとなる場合があるかは問題である。最高裁判例
は、原則としてこのような義務はないとしつつ３）、
殺人の訴因については証明不十分で無罪とすべき
であるが、審理の経過に鑑みて「重過失致死の訴
因に変更すれば有罪であることが証拠上明らかで
あり、しかも、その罪が重過失によつて人命を奪
うという相当重大なものであるような場合」には、
例外的に訴因変更を促し又は命令する義務が生ず
るとしている４）。もっとも、その後、最高裁判例
は、同様に有罪認定の明白性と犯罪の重大性が認
められるとして控訴審が第一審の訴因変更命令等
の義務違反性を認めた事案で、公判審理における
検察官の訴因に関する訴訟態度や、これに応じる
被告人側の防御活動など諸般の事情に照らして考
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察し、「第一審裁判所としては、検察官に対し前
記のような求釈明によって事実上訴因変更を促し
たことによりその訴訟法上の義務を尽くした」も
のとして、当該事案において訴因変更命令等の義
務を否定した５）。訴因の設定及び変更は検察官の
専権事項であり（刑訴256条 2項、3項、312条 1項）、
裁判所が訴因変更を命ずるべき場合があるとして
も、基本的に抑制的であるべきであって、具体的
訴訟経過から特に検察官の訴訟活動を踏まえた考
察をすることは妥当である。
　本判決も、同様に、公判前整理手続や公判期日
における検察官の訴訟態度を詳細に検討し、本件
の「訴訟経緯、本件事案の性質・内容等の記録上
明らかな諸般の事情に照らしてみると、第一審裁
判所としては、検察官に対して、上記のような求
釈明によって事実上訴因変更を促したことにより
その訴訟法上の義務を尽くしたものというべきで
あり、更に進んで、検察官に対し、訴因変更を命
じ又はこれを積極的に促すなどの措置に出るまで
の義務を有するものではない」と判断している。

　三　控訴審における訴因変更の意義
　１　本件は、第一審の無罪判決に対して検察官
が控訴し、控訴審において重過失致死罪の訴因が
予備的に追加され、これが裁判所において許可さ
れている。しかし、控訴審判決は、第一審判決を
事実誤認として破棄し、予備的に追加された訴因
について判断をすることなく差し戻した。これに
対して、本最高裁判決は、第一審判決について控
訴審判決は論理則・経験則違反を示していないと
して原判決を破棄したのであるが、この重過失致
死罪の訴因が審判対象として残されるのであれば、
最高裁は自判することができず、この点に関する
審理をさせるため差し戻さなければならないはず
であった。本最高裁判決は、この点について、「事
後審である控訴審で追加変更された訴因、罰条に
ついての審理、判断は、第一審判決に事実誤認又
は法令違反があることを理由に第一審判決が破棄
されることを前提として行うべきものであるから、
第一審判決に誤りを見いだすことができない本件
において、重過失致死罪の予備的訴因を審理、判
断することはできない」として、重過失致死罪に
関する訴因変更の効力を認めていない。
　そこで、控訴審において本件のような状況で訴
因変更手続が行われた場合、その効力及び意義に

ついて解説しておこう。
　２　控訴審が基本的に事後審としての性格を持
つものであるとしても、事実の取調べ（刑訴 393 条）
を行うことができ、そこから、第一審判決の認定
及びその基礎となった訴因とは異なった心証に至
ることもあり得る。そのような場合、検察官として、
訴因変更を請求する必要性が生ずる。
　学理では、控訴審の事後審的性格を強調し、訴
因変更は認められないとする見解も有力である６）。
しかし、最高裁判例は、「控訴審が刑訴 393 条の
規定により事実の取調をなし、同 400 条但書の
規定により被告事件について更に判決をする場
合」には、訴因変更を許すとする見解７）で確立
している８）。
　もっとも、訴因変更には時機的な限界がある９）。
これに加えて、控訴審の事後審的性格を前提に、
第一審の場合と違った制約も伴う。最高裁判例は、
控訴審が第一審判決に瑕疵は認められないとしつ
つ、控訴審で新たに追加された訴因について犯罪
の成立が認められるとして第一審判決を破棄した
事案において、「控訴審裁判所が右追加変更され
た訴因、罰条について審理判決することのできる
のは、あくまでも、一審判決に事実誤認ないし法
令違反があることを理由に控訴審でこれが破棄さ
れることが前提とならねばならず、破棄が相当と
された場合に始めてこれについて審理判決するこ
とができるものと解すべきである」として、一定
の制約を認めている 10）。
　３　このような制約は、徹底して、控訴審の事
後審的性格から基礎付けられている。すなわち、
控訴審の使命は第一審判決の当否を判断すること
であり、その事後審査の段階では新たに追加変更
された訴因を考慮すべきではないのであって 11）、
このような考慮を許すと、第一審判決には何ら誤
りがないのに控訴審で訴因を変更すれば必然的に
破棄されることになって不合理な結果となる 12）。
控訴審における訴因変更は破棄自判に備えてのも
のであり、原判決が破棄された場合を停止条件に
その効力が認められるものであるから 13）、第一審
判決の当否を審査する段階では変更後の訴因は審
判の対象として考慮されるものではない 14）。結局、
このような理解からは、控訴審における訴因変更
が許されるのは、第一審で実質的に新訴因につい
ての証拠調べが行われ、少なくとも控訴審での事
実の取調べ及び弁論を踏まえて被告人の防御に実
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質的な不利益が生ずるおそれがないと認められる
場合に限られる 15）。
　以上の理論的基礎付けは、控訴審の事後審的性
格を前提に、控訴審で第一審判決が破棄されるこ
とを条件に訴因変更の効力を認めようとするもの
であり、第一審判決の当否に関する判断に際して
変更後の訴因を考慮に入れてはならないとする点
で妥当であり、かつ、基準も明確である。私見は、
これに加えて、検察官の訴訟活動の具体的態様も
考慮しつつ、訴因変更の効力は実質的に判断され
るべきであると考える。すなわち、控訴審におい
て訴因変更の効力が認められるのは、事実取調べ
を踏まえて明らかになった事実を含めて検討した
結果、第一審判決に事実誤認又は法令違反による
破棄事由が発見された場合に限るということは、
第一審で検察官において新訴因に変更することが
必ずしも求められていない状況であったことを前
提とする。例えば、故意犯を本位的訴因、過失犯
を予備的訴因として故意犯に有罪判決が下された
が、控訴審で故意が否定された結果、過失犯を認
定して自判することは妨げられないが、これに準
じて、故意犯のみで起訴され有罪とされた場合に、
やはり控訴審で故意が否定され、その過程で過失
犯に訴因変更されていればこれを認定することが
できるのであるが、このことは、検察官において、
第一審で有罪判決が下される過程で故意について
裁判所の心証が十分であると判断したため、あえ
て過失犯を第一審で予備的に追加しておく必要が
なかったことに基づくものである。これに対して、
本件のように、故意犯のみで起訴し第一審が無罪
判決を下すような事例では、通常は、検察官にお
いて第一審で過失犯を予備的に主張しておくべき
ことが求められ、具体的訴訟経過においても裁判
所から促されるなどそのきっかけが与えられてい
たにもかかわらず、検察官において、あえて訴因
変更請求を拒絶し、故意犯での有罪認定に固執し
たような場合には、検察官において第一審で過失
犯の訴因については訴追しないという処分がなさ
れたのであり、控訴審でこれを救済する必要はな
い。いわば、攻防対象が既に第一審において故意
犯に集中されたというわけである。このことは、
時機に遅れた訴因変更について、検察官の訴追権
限濫用であるとする考え方からも基礎付けること
ができるであろう 16）。そして、このような考え
方からは、第一審で故意犯のみ訴因とされ、これ

に有罪判決が下されたが、控訴審でこれが破棄さ
れるという場合でも、検察官の具体的訴訟活動に
よっては、控訴審での訴因変更が否定される場合
もあるだろう。
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